



























































































































































































































戦争の政治学』岩波書店，2005 年，128 ～ 131
頁），それに対応して欠勤日に日雇労働に従事
する工場労働者の増加が見られ，日雇労働者の
需要と供給の媒介者としての労務供給請負業者
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の職務も持続していた。労働市場統制の最後に
手をつけられた日雇労働市場の組織化政策で
は，効果のほどは疑問視されながらも有力な労
務供給請負業者が統制組織に広く参加させられ
ていたのである。こうした点から見て評者は，
戦時期には比重と内容を変化させつつ，請負業
者の役割はなお持続していたものと理解してい
る。
＊
　最後に，「あとがき」において著者は講座派
的理解からの脱却の必要性を強調しており，本
文の中でもその立場から日英の労務供給請負業
者の性格の類似性を指摘し（日本資本主義特殊
論の否定），「高率小作料と低賃金の相互規定」
論への批判も行っている。序章における長大な
研究史批判――「前借金による女工の人身拘束
性を過度に強調するのは誤り」だったとする自
身の旧著での把握の撤回を含む（190 頁）――
はこうした姿勢の発露とも受け取れるが，その
内容をより生産的に深めるためには，労使関係
に限定することなく戦前日本資本主義像の体系
的な捉え直しが要請されるであろう。この課題
はマルクス経済学的思考様式の影響力の縮小過
程で研究者としての青年期を過ごした我々世代
に等しく課せられている方法的論点であるが，
率直にこの点を提示してきた著者には更なる発
言が期待されている。その意味で本書を著者の
「最後の研究書」（364 頁）とすることなく，先
行研究に対する批判をよりポジティブな構図と
して提示していただけるよう期待したい。
（西成田豊著『近代日本の労務供給請負業』
MINERVA 人文・社会科学叢書 205，ミネル
ヴァ書房，2015 年 4月，ⅴ＋367＋13頁，本体
8,000 円＋税）
 （かせ・かずとし　帝京大学経済学部教授）
